














































































































































































VaR二日[Zヤ)σ.，T - J.ら (2-7)
(2-6) 













































いる線形関係式である。 rXぃ Xu-----、xtJの各変数は f時点において、銀行のリスク
ファクターを示しており、 lItiま誤差項である。
BR:とP(BR)，との聞は線形関係にあるとし、 (2-10)式のように表わすと、
P(BR)，二 β。+β'jBR，*+Et (2-12) 
となる"0(2-12)式に(2-11)式を代入すると、
P(BR)，=β。+s， (Yo+ y，X" + Y2X" +・・・・・+y，X"+V，)+s， (2-13) 





P(BR)， ニ 1の場合、 BR:> ω :破綻が発生する (2-14・i) 
P(BR)，二 Oの場合、 BR:亘 ω :破綻が発生しない (2-14・ii)







i 十exp(-BR，l l+exp(BR，l (2-15) 
となる。このロジスティック曲線BR，について、一般化線形モデルでは、連結関数の逆関数を
利用する必要があるため、逆関数が解析的に求められることが望ましい。 (2-15)式の関数は






































































ない。そのため、 (2-19)式の銀行利潤日について、制約条何である (2-18)式を fD=L十s+
C-jむに変形して、 (2-19)式に代入すると、次の(2-20)式のように書き直される。
IIB =(θfFL Fb1)L十(θ's's-'0 -1l8十(θ'，vl'"-llN-，'oC -('" -''o)K 






































































II~ =(8]][ ら 1)L+(8s]s -]" -1)S十(Bλ，]: -l)N -rDCー(rKーら)K
争(L、S、F祉、 l'll')-qr(D、K、]E、l'll')-1、(N、yk、rw)































i) rθL、8s、。'"， Jく I



















E(ロ~)={E(θ'JI'L - I'V -l}L+{E(Bs}s -'0 -1}8+{E(BN)ル llN-I'DC-(九ら)K
争(L、S、日、 I'w)-lY(D、K、丘、 'i，.)-r(N、口、ら)










投資Lと債券発行保証Nにおいて損失Xを計上するときの手1)潤 Ixである。 (2-28)式の OJ
及び OJとりは、貸出L及び有価証券投資Lと債券発行保証Nにおいて返済ないし閏収の確






























(2 -31)式の Pxは、損失Xを計上するときの自己資本比率であるため、 (2-2])式のρより
も低くなると同特に、BIS規制の最低自己資本比率pを満たすこともできなくなる。そのとき、
(2-22)式の条件式に基づくと、次のような自己資本比率の関係式が成立する。
P~三 P> Px (2-32) 
(2-32)式の不等式は、銀行が損失を計上すると、規制の最低自己資本比率を維持できなくな
ることを示している。 (2-3])式について、 rKy主ん(R附 x)Jに書き直し、次式のような
等式に表示する問。




KB > Ky (2-34) 
(2-34)式は、損失Xを計上するときの自己資本 Kyの値は、規制の自己資本比率を維持して
いるときの自己資本Kよりも減少していることを示す。それは次のような関係式で表示できる。





(L -Ly)+(S -Sy)十(C-C，)=(K -Ky) (2-36) 










































X = X{RBL，k'/"/'TC，A，μρσJ (3-3) 
















銀行の経営破綻確率 P(BR，)について、 (2-1 0)式と (3-3)式に基づいて次のような一次
線形関係式として表示することができる。
P(BR，)二 y(四 'L，k，r，l'TC，A，ん川) æ-~ 
(3-4)式は、銀行の経営破綻確率 P(BR，)の関数式である。目的変数 P(BR，)に対して説明
変数の符号条件はXがr+ Jであることにより、 RBLはr+J、kはr-J、Fはr-J，'rcはr+ J、
Aはr-J、Jんはr-J、σzは「十jである。
経営破綻を判断するため、経営破綻の判別関数式DVを導入する。つまり、経営破綻の判別
関数式DVについても、 (3-4)式と閃じく (2-10)式と (3-3)式を用いて、次式のように定
式化する。
DV = o{RBL，k， r，/7-C ，A，ん川) a-5) 
(3-5)式により、経営破綻であるか、または非経営破綻であるかを推計する。つまり、 (3-5)
式ではrRBL、k、人 l'rc、A、j/;r、 σ"Jの説明変数を用いて経営破綻の有無を判断する。
DV (Discriminate Variable)は経営破綻の有無を示す非説明変数である。 DVの場合、破綻
銀行は1、非破綻銀行はOとする印。
3 経営破綻確率の推計式
経営破綻確率の推計式について、 (3 心式の経営破綻確率 P(BR，)を第E節のロジットモ
デルの (2-1 7)式に代入し、次の一次線形式のように定式化する。つまり、銀行の経営破綻確
率 P(BR，)の推計式は、
Logit P(BR，) = Yo十九RBL十y，k十九r+Y4'TC +y，A+y，ん十ησz十E，
(3-6) 
と書く乙とができる。 (3-6)式の説明変数において、 rRBL、l'rc、σ"Jの上昇は経営破綻
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上の式について両辺に対数logをとると、 logX= logn + log(Z(日)σz μJとなる。
また、両辺にlogXで割ると、次の式のように表示できる。
logXニ竺EJog(z(日)σzー ん)






























Ti日 1+ Tiel'2十Tiel'3 控除項目
主ー 8% Pn二 CRA+ JvfRA + 0削
と表示する。
<表1>所要自己資本の算入例
リスク区分 Tier 1 Tier 2 Tier 3 










リスク 同様。ただし、 ただし、 rTier 1の額jを上 合には算入しない。
所要自己資本 限とする。また、fT肥r1の寄む
























































過少 。%以上2%未満 日%以上1%未満 いずれかを選択した上で、当該選の2 自己資本 択に係わる措置を実施することの
D 命令
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